









周知のよ うに,.会計処理 の弾力性に対 する社会批判に応 えるために,イ ングラン ド・ウ'ま詔ルズ勅
許会計士協会(ICAEW)の評議会 によリ,財 務報告基準の発展 とい う目的をもって1970年1刀に設
置 され た会 議 輔 定委 員会(Acc・u盛・i・gS…d・d』S・e・・i・gC・面mi・to・・ASSC>を しz7G年2
塾
.月に職 業 会 計 士 団 体 諮 問 委 員 会(ConsultativeCommitteeofAccountancyBodies三CCAB)めも と
で再編 成 され た会 計基準 額 会(Acc・u・i・gStand・rd・c・m血i・tee・Asc)は22の会計塞 遊v・ う
遺産を残 して約20年間に亙る活動 を終え,CCAB-AS6体制 は90年7月1とその幕 を降ろしだ。英国は
90年8月以降 財 務報告 評議会(FinancialReportingむouncil:FRC),会計基華 審議 会(Accounti亘9
Standard=Board:AsB)等を発 足 させ,デ ィア リング報 告書が 提示 した 基本 方 向 に沿 って新 た な体
制みもとでCCAB-ASCが抱 えていた諸問題 に応えるべ く再始動 したのであ為。
本稿の課題は,① 英国の会計基準設定機構の再編成 を余儀 なくさせ た諸要因,換 言す九ばCCAB一
ASC休制が抱えていた問題 ないしデ ィレンマを明 らかにす る こ と,②基準設定機構および設定過程
の改編 ・.改善に関する2つ め報告書一r会 計基準の策定i1)』(いわゆるデ イア リ ング報告書,以 下
r報告書』 と略)お よびr財 務報告基準のためのガイ ドラインω当(以下rガ イ ドライン』・と略)一
の提案 を整 理す る こと,③ 新体 制以後 の動 向 を一一・贅す る こ とで ある。
1・CCBA-ASC体制 崩壊 め 背 景
α)産 業界か らのプレッシャー






財務 会計 基準 の強制力が弱 い ことな らびに基準 の内容 が完 全で はなか った ことで あ った。1・この午つは,
もちろん,そ れ ぞれ独 立 した問 題 では な く,不 即不難 の関 係 にある。ASCの こ う した苦悩 は,1973
年に発表 した公開草案第8号 以降物価変動会計 に関 ナる基準の策定に大きな精力 をlllllき,80年に基準
会 計 実 務=N'.r第16号(S吐ateme置】to!StandardAccountingPractice:『SAP婚)『現 在 原 価 会 計 』(G'プπ～'～'
Co5`!1c60〃〃`'〃g)を発行 した に も狗 らず,実 質的 に遵守 され る ことな く撤 回せ ざる を え な か った と
き,そして8G年に 『物 価変動 会計:ハ ン ドブ ック』(〆1`cα〃娩9/b'・theノ轍`'5げ α 瑚9劾9Prices
fl孟漁〃4600た,1986)を公表 した ときに,最 高潮 に達 していた。 この 出来事 はASCが その信 頼 の喪失
を自 ら招 く結 果 に過 ぎなか った し,そ め後,オ クバ ラ・ンスシ「 ト・フ ァイ ナ ンシングの如 き緊急課 題
を的確 に対処 す るASCの 能力 に対 して疑 念 を引 き起 こしたの である(3)。ASCは「行動 してこ なか っ
た」,ある'いは 「論争 を回避 して,圧 力団体(pressuregrouPs)の諸要求 を調 整す るこ とに極 め て熱心
で あ った」等 々,機 会 ある ご とに批判 されて きた のであ る。
ASCの上記の問題の うち,r報告書』は権威の問題に関心 を払い,財 務会計基準設牢のた酸の新 し
い機構 とともに基準の強制力 をいかに保証させるか を模索 した の で あ り,rガイ ドライ ン』は基準策
定機関の指導の問題,つ まり一般的に 「概念的枠組み」 として知 られτい尋課駆に取 り縛んだのであ
る。
9'ぐ=
,前者 の 強 制 力 の 問 題 は,WhittingtoP,G・に よれ ば,「ASCが 職 業 規 律(professionaldiscipline)に
よ?て の 婆 支 え られ た ズ ラィδ:「 ト 。セ ク ター の 自主 規制 機 関(self-regulatorybody)であ るu)」 と
い う事 実 に起 因 レて いた。加 えて,計 算 書類 は取締役 によって作成 され るが故 に,.この プ ロフェ ッシ
ョナル な規律は計算書類の作成過程には少 レも作用 してこな かったのである。 しかも,監査木一 彼
らは殆、ど例外なくCCABの会員である.τ は会計基準力〕らの離脱 を報告するように要請されzい る.
8
に過 ぎず,そ れも離脱が 「真実かつ公正な概観」を表示すべ しとい う最 も重要な要請か ら吟 て到底正
当とはみなしえない場合にのみ報告するに過ぎないのである。つま り,、監査人は離脱 を矯正するよう
要請 され ていないの である。
財務会計基準の内容に対する広汎な批判は,ASCが基準の強制力の弱 さのために・.「一致 し牟見解」
(consensusview)を採 用せ ざるをえず,そ してたびた び圧力 団体 を懐柔 す るため に そ の 態度 を変 え
あるいは譲歩 し,なければな らなか った,と い うことに集 中 していた。か か る事例 は研究 開発支 出,繰
延税,投 資不 動産 の処理 規定 の取縛 みの うちに典 型的 にみ.られ る(5)。
一
研究開発費の処理 に関 して,ASCは最初の草案 で は即時償却を提案 したが,電機業界 や航空宇宙
産業の有力会社が同意を示 さなかった。結局,産 業界のロゼ 壬挿動が功 を奏 レ,草案は修正 され,一
定の条件のもとで開発費 を資本化することを許容 したのである。繰延税の基準についても闘争が繰 り
広げれた。この場合 には,有 力会社は,当 時の労働党政府が貸借対照表 に計上 奉れた巨額の繰華税引
{■
当金(deferred重axcredits)を見て,それを英国産業のヨリ一層の分 け前 を獲得するための口実 とし`,炉
て利用 す る と考 えるのではな いか と恐 れて,ASCの 基準 に遵守 しなか ったの であ る。ASCは 税 金 の陰




多 くの会社は予見可能な将来のうちに国内税収入局に支払 うと実際に予想 した税金 を準備 し,他方で同
時に,繰 延税引当金を株主の資金 に書き込む'という選択をしたに過ぎなかった。
三つ口は減価燈却に関する基準 に関係 していた。'当初の草案 はすべ ての 自山保:有不動産権{モ腱 物
(frecholdbuildi1、gs)はその耐用年数 にわた って償却 され るべ しと規定 し て い たが,不 動 産 投資会社
が反対の姿勢を示 し,イ ングランド勅許会計士協会評議会に ロビイ活動を展開 したのである。不動産
会社の主張は,こ うした建物は減価 しない,そ して土地の価値 と建物の価値 とを分離することは不可
能であるとい うものであった。同評議会はその考えを了解 し,ASGに対 しそ の 立場 を再考慮するよ
うに指導 したのである。ASCは不陸動投資会桂 を特殊なケース として,基 準め適用 か ら除外 したの
で あ る。
(2)80年代 のASCに 対 す・る圧 力
さ らに ヨ リ根本 的 な問題 は,Escが 「全一 体 とし て の会 計基準群 に脈 絡性 くcohe蜘ce),と整合性
(cdnsiste皿cy)を導 く整合 的 な中核 的概念群 を欠 いていた」 こ・とである。 これ に関 す る典 型的例 は,.測
定 ・評価 問題 で ある。 この こ とは,た と え ば,'rガイ ドライ ン』 が第4章 「会計 基準 の質 的特性 」1の
なかで,SSAPsにおける会計処理の整合性 ・首尾一貫性 に言及 して 買入暖 簾と非買入暖簾の処理・
設備等の有形固定資産の評価規定を批判 しているところにみ られる。
ASCはその存在中,'上記のような問題 と苦悩 を負わされ て いたが,そ れは米国 にも見受 けられ る
よ うに,・程度 の差 は あれ,プ ライベ ー ト・セク ターめ基準設定 機関 に'「固有 の もの」で あ る とい って
よい で あ ろ う。・・た だ,Whlttingtonによれ ば,・ASCに お い て.はこ う した 問 題 が80年代 後 半 以 降'下 記
の よ うな外部 か らの 「圧力 」 によろて特 に鋭 い形 で表出 したの である。 その 「圧 ヵ」.とは,.①証券 市
場,② 職 業会計 士 の機 構,③ 国際的動 向,④ 社会 の要求 か ら出来 したの である(f)。 、、
① 証券市場からの圧力
英国の証券市場 はロン ドン株式取引所 における 「ピック ・バ ン」,証券市場の国際化 とその結 果 と
しての為替管理の軽減化 ・コミュニケーシコン技術の改善,会 社支配の極めて活発な取引(す なわち,
合併 と買収)の 後,著 しく活動的 ・競争的になった。 このことは,プ ラン 窟の会計処理に典型的にみ
られるように,買 収から自分の会社 を護 るために,・そして有利 な条件で他会社 を買収するために,取
締役が計算書類に最 も好 ましいようにその業績を表示 しようとす るイ ンセンティブ を増大させた(ウで
あ る。 さ ら に,deePdiscountboneやオ フバ ラ ン シ7.ト ・フ・アイ ナ ン シ ング 等 の新 しい証 券 や 資 金 調
達方法の創出にみられる急激なイノベ叶ションは,企業 に対 して利用可能な金融的機会 を拡大 したが,
同時に 「非伝統的」取引は 「伝統的」会計実務慣行 をもってしては十二分に処理できず,さ らに,た
とえ ば`creativeaccounting'の一般 的 現 象(71に代 表 され る よ うに,会 計 上 のパ フ ォ ー マ ンス に 見 せ か
けの改善 を繕 うために新 しい会計処理技術が企業 によってF慎 重に」使用されきたYと など,新たな
会計諸問題 を産み出 したのである6・"・




監査法人の結合にみられるように,今 日,会計専門職の機構,つ ま り監査法人の機構は数百人のパ
ー トナーを擁する著 しく巨大 なものに成長 し,それは財務会計基準設定機関や専門部会に対 して最 も
強力な存在をもつ傾向にある。監査は,現 在では,真 実かつ公正な概観に到達するために個人的な職
業的判断 と熟練 を行使する,個 人的な職業的監査人の仕事 とい う伝統的観念から著 しくかけ離れた も
の と化 し,大規模な共同作業になっている。規模の拡大は監査業務のチームに参加する多数の諸個人
を結合するためにルール ・ブ ックを必要 とさせ,主 導的監査法人は独 自の大部の包括的な監査 マニュ
アル を考案 し,詳細 に標準手続 を示 している。
しか しながら,監査機構に関 してとくに留意 すべきことは,監 査法人間の競争が近年激 しくなりつ
ノ
つ あ り,そ の結果,企 業 に よる監査人 の変更 が度 々起 こってい る ことである。 さ らに,指 導的監査法
人はヨリ多角化 し,監査業務それ自体は 「成熟 した市場」 として看なされる傾向があ り,税務の相談
か ら経営 コ ンサル タ ン ト,取 締役 の選 任 まで幅 広い業務 に携 わ り,し か もこれ らが成長 しつ つある ・
収益性の高い活動になってきている。その結果,「英国の監査人は株主や そ の'他の財務諸表利用者で
はな く,会 社経営 者 を顧 客(clients)とみ なす とい う避 け難 い誘惑 に直面 し(8>」,そして 「監査 業務 を
失 いた くないため に取締 役 を……喜 ばせ ようとす る圧力 がかか るのであ る(9:」。
③ 国際動向
ASCに朝 す る国際的圧力 は,一 つはEC指 令 による会計 ・監査実務 の統一化 であった。 ヨー ロッパ
●
大陸 の会 計 は,一 般的 に,英 国 のそれ に比 べて ヨリ規範的 ・法 律:尊重 主義 的(legalistic)であ り,し た
がって,た とえば1981年会社法に導入された会社財務諸表様式の規定にみられるように,そ の影響は
ヨ リ特 定的 なルール ・ブ ック とい った傾 向の ものになる。英 国 では取 得原価 主義会計 の体系 のも とで,
法律 と会計基準が 「真実 かつ公正な概観」,すなわち経済的実態 を表示することを妨げるような場合,
それ らを遵守 しな くともよい ことに な ってい るが,こ れに対 して ヨー ・ッパ大陸,た とえば ドイツで
は,多 くの論者は計算書類が法律に準拠 して作成されてあれば 「真実 かつ公正な概観」は 自動的に提
供 され る と考 え て い る(30)。
もう一つの国際的影響は,企 業の国際化が一層 増 し:(いることである。そのことは計算書類の作成
費 を軽減化 し,海外の金融市場でのその利用 を高めるために,英 国の会計実務 橋十算書類 を他の諸国
のそれに一致 させ ようとする圧力へと導 いたのである。国際的にみて,英 国には幾つかの特有な会計
実務がみられる とこは広 く知 られている。 日:本会計研究学会第49回大会での公開シンポジウム 「会計
'
学 研究の現代的意 義」 にお けるBmmwich,M.報告 が指摘 している よ'うに【1D,今日,英 国会 計学界 で
最 も白熱 した論争の対象になっているのは暖簾および有償取得のブランド処理 を巡るものであるが,
そこには同国に特有な問題がみ られるのである。づま り,暖簾 を貸借対照表に計上 した場合,そ の償
却 は株主持分 の減 額修正 の形 をとってお り,米 国や 日本,そ して大半 の ヨー ロッパ諸国 のルール を英
国で採用 した場合,期 間利益の縮小 をもたらすことになるか ら,.企業および一部の監査人は暖簾に認
められる会計上の耐用年数 を延長すべきである,あ るいは暖簾 を償却することの必要性 といわれてい
る ものは経 済的実 態 を反映 していない とい う,い ず れかの立場 を示 している。 ブ ラン ドについては,
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それが資産の重要な一部であって,そ の評価額は貸借対照表に計上 されるべきであ り,あるいは適切
に管理 ・維持されたブラン ドはその価値 を低下 させないといった議論が展開されてきたのであう。
Whittillgto11によれ ば,英 国 では特 に米 国の会計 実務 に一 致 させ よ うとする圧 力 が 強 い よ うで 勘
るU:)。それは同国の経済の重大性な らび財務会計基準審議会(FASB)と米国証券取引委員会(SEC)
が財務会計基準設定に関 して国際的 リーダーであるという傾向があるためである。 また,国 際会計基
準委員会(IASC)は,.当初,か なり寛容な内容の基準 を発行 し,幾分受動的な機関 に過ぎなか?準 抵
最近 では ヨ リ順 向的で あ り,「是認す る実務 の範 囲」 を制限 す る傾 向にあ る。 しか も,IASCの基準は
明 らかに米国の基準に強力に影響 されてきた とい う経緯があるからである。
④ 社会の要求
ASCに 対 する も う一つ の圧 力,す なわ ち社 会の要求 は比較的 「曖昧模糊 」 とした もの で あ り,.判
然 とした形 では把 握 し難 いが,や は り実在 してきた といって差 し支 えないで あろ う。 一 つ の 事 例 は
ASCの前身であるASSCの設立に関する経緯である。
ICAEWは1949年か ら69年迄 の間,29の 「会計原 則勧告書 」(RecommendationsonAccounting
Principles)を発行 し,会 員が適 切な会 計方針 を選択 で きる よ う助 けて きたが,こ れ らの勧 告は もちろ
ん強制的(mandatory)なものではな く,奨 励 的(persuasive)な存在 に過 ぎず,そ して一 つの取引 に
対 して多様な処理方法からの選択適用 を許容 していた。.会計処理方法の 「弾力性」掠常に批判の対象
とな り,1960年代後半 の特 に企業 買収運 動 によって 「弾力性 」の存在 は一般 大衆 の関,L,を引き陣 こす
と こ ろ と な っ たbそ れ はGeneralElectricに よ るAssociatedElectricIndustrieso;買収,Leascoに
よる:PergamonPressの買収 とい う二 つ の事件 を契機 に,1968年に頂 点に達 したの である。 こ うした
経 過 のなかで,当 時 エジ ンバ ラ大学教授:であうたStamp,E・嘲は69年9月 にTheTか κ5の ビジネ ス
欄 に全一頁にわたる論文 を投稿 し,職業会計士の幾つかの面,と りわけその独立性の欠 如 と計 算=書
類 作成 のための理論的 土台 の欠如 を鋭 く批判 したので ある。Stampに よる批 判 とそれ に続 くpublic
accounting論争 が会 計基 準 を制定 して会 計実務 の多様性 を制 限 し,そ れ を担 うASSCの 設置 に導 く
うえで影 響力が あった こ とは確 かであ るU3)。
社会 の会計 処理 の弾 力性 に対 す る批判 の背後 にあっ.て,英国 のアカ ウンテ ィ ング ・プ ロクェッシ ョ
ンにおけ る脅威 の対象 は,国 家 が証券 市場 に証券 ・投資委員会(SecuritiesandInvestments・Board=
SIB)を通 じて最近介入 してきたように,国 家が会計規制に介入する意志があるとい うことである。
プ ライベ ー ト・セク ター による 自主規制 か,そ れ とも国家 に よる直 接規制 か とい う議 論は英国会 計の
伝 統 か らすれば,ア カデ ィ ミッ ク・・ア カウンタ ン トのみな らず,職 業会計 士に とって も抜 き差 しな ら
ない重大な課題であるし,既 に81年に会計基準策定過程 と策定機構等に関 してASCが 採るべき将来
の方向について上梓 された 『会計基準の設定』(いわるワッツ報告書)に おいても論議の対 象 になっ
ていた(S4)。ロン ドンの株式 ブn一 カーで あ ったGibbs,M.がASCの10周年 で国家介入 の脅威 につ
いて記 した言葉 を,'少し長い が,引 用 しておこ う。 そ こにはゴ 英 国にお ける会計 基準設定 に関係す る
機関ない しそれに関心 を抱 く者 にとって,国 家による直接規制が潜在的な脅威 として常に存在 してい
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る こ とが示 され ている。
「会社'がます ます硬直した一紅の会計処理に関する諸々の勧告一 その うちの幾つかは会社が公 表
した一株 当 り稼得利益に,そ れ故 に株価に重要なイ ンパ ク トを与える一 一に従 うよう保証するような
自発 的 シズテ!.我 々が設 置す1るピ とが で きる と真 面 目に期 待す る こ とが できる であろ うか。か よ う
な状況は米国には存在 しない.そ こでは,基 準設定者は,基 準の道守 を保証するSEcの 後ろ盾 を持
って い るあ ある意 味 で,こ 九 は職 業会計士 に とって生 活 を ヨ リ容 易にす る・もので ある。 しか しなが ら,
英 国では降参 してタルォ を投 げ込む時期は末 だ到来 していない。我 々は実効性ある自発的統制システ
ムを探究 し続 けなければならない。この失敗の代価は,公 開会社の計筑書類 を監視ずるだけでな く,
最終的に}ま証券業界のあらゆる而の統制にその触手 を伸ばすことになろう国家機関の設 立であると考





デ ィア リシグ委員会 は元 郵 政公 社総裁bearing,SITRQnを委員長 と して,委 員長 を含 む委 員16名,
政需 のオブ ザーバー とイ ング ラン ド銀行 か'らの書 記官 それ ぞれ1名 か らな り,下 記 のよ うな準拠 枠 で
財 務 会of基準設定 過程 を再 検討 」・勧 告す るため にCCAB'に'よって87年11月に設 置 された.・
① 準拠枠㈹ 層
㈹IASCの 役割 を含め;'過去15年間における英国,ア イルラン ド共和国そしてその他1の主要な産
業国の基準設定過程の動向 を検討すること。
(B)@金融市場なら'びに計算書類作成者による財務報告の接近方法 における主たる変化,'ならびに
⑮会社セクターの規制 に対する政府および社会の姿勢を考慮 しなが ら,将来の会計基準の目的 に注意
を払 うこ と。







・利用者,"作成者および監査人の基準設定過程における利害 を勘酌 しながら,基準設定に責任 を持つ
も
機関の適切な構成 と権限ならびにその機関 を任命すべき方法
●1988年中 にCCABに 報 告 し,勧 告 を行 うこ と'
②r報 告書』の機構改革案とその特徴
既に指摘 されているところであるが(η㌃ 『報告書』は81年に発表 されたワッツ報告書が論議 した問
題の多'くに取 り組んだのであ り,'到達 した結論も両者の間に基本的な差異はな く1.むしろ極 めて類似
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した もので あった。 その点では格別斬新 な改革案 ではなかった とい うべき で あ る。要は,『報告書』
の勧告以前 に,基準設定に最終的権限を持'?組織が 「いっ」改革に乗 り出すかだけが問題 であったの
で あ る 。
勧告は概念的枠組みの必要性,会 計基準の質対量,小 規模会社およびパ ブリック・セクターの諸機
関に対す・る基準の適用如何等,多 岐にわたるが,こ こでは主に基準設定機構に関する改革案 を要約 し
てお きた い。
r報告書』の機構改革案は概略,下 記の通 りである。
@CCABがASCを 監督す るシステムはFRCがASBを 監督するシステムに取って代 えられる
べきで ある。
⑮FRCは アヵ ウテ ィ ング ・プ ロクェ ッシ ョンか ら独 立 し,そ の委 員長 はイ ング ラ.ンド銀行 総裁 と
通産省大臣により任 命 され る。
⑥ASBは フル タイ ムの委員長 とTechnicalDirector.を含 む9:名か ら構 成 され,7名 の他 の委 員は
パ ー トタイム であるが,報 酬 は支払 われ る。委員 は新た な基準 設定 過程 の 中核 で あ り,・ASCより大
きな専門技術的な事務局によって支えらる。ASBは独 自の権限 を以 て基準 を発行する。
⑥ASBは 新たな諸問題に関 して権威 ある道標一 但 し,非強制的である一 一を機敏に与 え るため
に緊 急 課 題 処 理 委 員 会(EmergingIssuescapability)を設 置 す る必 要 が あ る。
⑨大規模会社による会計基準からの継続的な離脱 を審査するための 違 反 審 査 会(ReviewPane]:
RP)を設置 すべ きである。RPは,経 験豊 かなパ ー トタイマー の委員 と勅選 弁護 士(Queen'sCounsel)
で あ る委 員 長 か ら な る 買 収 ・合 併 審 査 会(PanelonTake・oversandMergers)をモ デ ル とす べ き で
あ る。
①基定 設準過程 に対 す る法的支援(legalbacking)は下記 の三 つの源 泉 か ら得 られ るであ ろ う。 こ
れ らは新たな立法化 を必要とするであろ う㈹ 。
(a)すべての大規模会社における取締役は,年 次計策書類が適用可能な会計基準 に遵守 して作成 され
てい るか ど うか, そ して重要な離脱があれば,そ の事実 と理由を報告する ように要請 されるべきであ
る。現行 では, 監査人が支持 しない会計基準からの離脱を監査人が示す よう監査人に対 して要請 して
いる(こ れは職業上の要請であって,法 的な要請ではない)が,上 記のことはこの要請 に対する追加
で あ る 。
(b)現行 では, 計箪書類に蝦疵がある場合,取 締役を刑事犯罪 に問 うことができる(し かし,'そうい
うこ とは稀 であ る)が, これ を改めて,民法上,真 実かつ公正な概観 を示 してい'ない計算書類の修正
を要請する命令を裁判所に申請できる新たな法的権限を権威 あ る諸機関(株 式取引所,RP)な い し
国務大臣に与えるべきである。
(G)訴訟上, 会計基準は裁判所の支持 を得ている,す なわち会計基準から離脱す る肴は真実かつ公正





造 の特徴(19:は,第一 に,ASB6)委 員構成 の小 規模 化,独 自の権限 に墓 つ く基 準 の発 行,付 託 された
時 間が大 き くな ったこ と,そ して専P【」技 術的支 援 が拡大 した こ とに よって,基 準 策定上,ASCに 比
較 して ヨリ機 敏 にかっ意 思決定 が ヨ リ容 易に なる よ う図 った こ・とで ある'。第二 に,ASBはCCABの
分 家(offshoo亡)に過 ぎない ・ASCに較 べ て,ア カ ウンテ ィング ・プ ロクェッシ ョン か ら実質的 に独
立 してお り,か かる意 味 に お い て 『報 告書』 は,ASBの ア カウンテ ィング ・プ ロク ェッシ ョンiとよ
る自主規制から,人員構成ならびにFRC議 長の任命にみ られ るような政府 のヨリ大きな影響力 を帯
び た,ヨ リ範囲 の広 いプ ライ ベー ト・セ グタ=に よる規制 への移行 を提 案 したの である。第 三に,'提
案 された機構は明らかに法的支援を有 していることである。 これはASBが 厄介な立法過程に煩わ さ
れることな'く基準 を設定す る能力 を確保 しながら,ASCに おける権威の欠如 とい う積年 に亘る苦悩
を克服するための一つの方法 として考え出された ものである。『報告書』は 「会計基準 をアカウ!テ ィ
ング ・プロフェ」シ ョンの職分から∫政府の代表や法的支援 を含む ヨリ福広 く基礎づけられたプライ
ベ ー ト ・セ 「ク タ ー の 連合(partnership)(2⑪〕」 へ 移 行 さ せ よ う と考 え た め で あ る。Whittingtohはこの ・
点でr報 告書』の改革案は現在の歴史的 ・制度的文脈からみて適切であると解親 しているご何故なら
ば,米 国は英国に比較 して遙かに市場志向的であ りなが ら,同時にSECのみな らず州 ・連邦政府の
諸 々の機関 に よる市場 の規制 も大 きい か らで あ る'。層さらに,EC'内での市場 の 自由化 もパ ブ リック ・
老 クターの規制 を増進 させ る兆候 を見せているか らである。これはまきに 「市場の 自由化のアイロニ
ー(2]〕」・と い う べ き で あ ろ'う 』
」
3『 ガイ ドラ イ ン』 の提 案
」
『ガイ ドライ ン』はICAEWの 研究委 員会(ResearchBoard)の後援 で,ASCに 宛 てた報告書 で
あ り,し か もSobmons個人 の仕事 で あるこ とか らみ て,『報告書 』 に比較 して公 式的 な 地位 は小 さ
い といわな けれ ばな らな い。 しか しなが ら,r報告書 』 と同様,冒 頭 で述 べてお いた よ うに,rガ イ ド
ライン』は会計基準を 「改善する」ための行為の枠組みを提供すべ く上梓 された も'のであることを考
慮すれば,そ の主要な意見 ・勧告だけでも知 っておくことは英国会計基準の今後の動向を把握するう
えで必要 で あろ う。
ρ
『ガイ ドライ ン』は,本 論 に先立 ち,財 務会計 基準 が依拠す べき概 念的 土台,'すな わ ち'メタ基準 を
取 り上 げる際 に考察 され るべ き点 を,下 記 の ように整理 してい る(22)。
① 第噌は,.一般 目的の財務報告書(=財 務諸表)を 利用する人 々め二・一・ズならびに財務報告書が
奉仕 すべ き諸機能,つ ま り財務 会計 の 目的 ・・L





⑤ 財務諸表の作成 に際 して用い られる会計モデルの選択
もち ろん,こ れ らは相互 に関連 してお り,rガ イ ドライ ン』 におい て選択 され たモデル は①か ら順
に,④ までの課題に対す る解答が得 られれば,お のずか ら与えられる性格のものである。以下,順 を
追 って,要 点 を整理 して お津た い。
Φ 賑 給 計の職能,
rガイ ドライン』は第2章 の冒頭 で議論を,「企業の諸記録に完全に接近する権利 を持たないと想定
される所有者,債 権者,そ の他に対する企業経営者 による報告」.に限定 した後,企 業による外部財務
報告 の職 能 を,次 の よ うに規定 す る。
f営利企業による一般 口的の外部財務 報告の職能は,下 記の こ とに関心 を抱 く多様な利用者に有用
な情報 を提 供す る ことで ある。
(1}企 業 の財 務 的 業 績(finallcialperformance)と財 政 状 態 の 評 定 ・
(2)経営 に責 任 ある人 々の業績 の評 定.
{3)投資,.融資ない し融資の拡大ジ事業の遂行 あるいは当該企業による雇用に関する意思決定」
ここで「業績」とは,所 有者や従業員のために利益を倉拙 し,債権者の諸権利 奪満足 させ,あるいは独
立 した主体 として,.ないし買収 されたな らば他の主体の}部 としてその継続的な存在 を保証す ると思
われ る仕 方 で業務 を遂 行 す る企 業 と経営 の能力 をい う。rガイ ドライ ン』 は これ を 「成 長性(viability)
を伴 う収 益 性 ・(profitability)」と言 い 換 え る 。 した が って}諸 利 用 者 の 二 一ー ズ は,程 度 の 差 は あ み て
も,会計主体の成長性 と収益性 に関係するものであると捉えられる。結局,'財務会計の基本的職能は
企業の成長性 と収益性に関する情報を外部に提供することにあると解釈 しているので ある。
② 財務 諸表 の エ レメ'ント
・第3章 では,'上記の類の情報 を伝達する容器である財務諸表 を構成する諸要素が検討 される。財務
諸表 は エ レメン トとサ ブ ・エ レメン トか らなる。前者 は資産 と負 債で あ り,こ れ らは 「財務 諸表 を作
成す るた めの基 本的 資料」 であ る。 資産 は 「その会計時点 におい て主体 に よって支 配 され てい るこ・と
が争 う余地のない諸資源 ない し権利であ り,それ らは将来の経済的効益 をその主体に産み出す.ことが
期待 され るもの」であ りジ負債は 「資産ない しサービスを他の主体に将来移転する義務」 と定義 され
る。1
収益,費 用,利 得,損 失,所 有主持 分お よび利 益は この二 つのエ レメン トか ら派 生す るサブ ・エ レ
メ ン トと規定 され る(2;)。こう した考 え方 は明 らかにSolomonの持論 を表 明 した もの である。『ガイ
ドライ ン』 は 「財 務 会計 への競 合 する接 近方法 」の なかで 「収 益 ・費用 ア ブ1aチ 」 と 「資産6.負債
アプローチ」 を取 り上げてその立場を表明 している。周知のように,前者は㌫期間の利益 を期間収益
と当該収益 を稼得するための費用 との差額 として理解 され,そ してかかる利益計算構造の中核 をなす
費用 と収益の対応過程は諸活動な らびに諸期間への原価の配分 を伴 う。後者は,こ れに対 して,損 益
計算書上 の収益 と費用は資産 ・負債の変動,すなわち正味資産の流入ない し流出 とし看倣 され る。『ガ




一方を揚棄 して他方 を選好するための理由を発見することは可能である」 と述べた後,断 固として資
産 ・負債 アプ ローチ を支持 す る と,そ の立場 を表明 す るので ある。 その理 由 とは次の通 りで ある{24)。
第一は,収益 ・費用 アプローチからの利益本質観 を支持する会計理論家はいずれ も,資産の変動な
いしその他の貸借対照表項 目の変動という観点か らしか収益 と費用を定義できない とい う点である。
対応学 派の創 始者 と通常考 えられ ているPato11&Littletonでさえ,「収益勘定 は営業活 動か ら結果
一
する諸資源の増加 を反映 し,計測するために設けられ る」 と指摘 してお り,収益の本質 を資産の増加
とし て捉 えている。APBス テー トメン トー 一これ も一般 に収輩 ・費用 アプ ローチ を 支 持 している と
看倣されている一 も収益 を資産の増加総額ない し負債の減少総額 として,そ してそれは所有主持分
を変動させる企業の利潤指向的活動から結果するもの として捉えてお り,したがって整合性に固執す
れば,利 益 もまた同様 に定 義 され るべきである。
第二は,利 益の本質に関係する。すえわち,「利益は富の創造 で あ り,企業の富は;会 計計算書が
表示 しうる限 りでは,貸 借 対照 表の所有主持 分 の部 に示 され る。収益 ・費用 アプ ローチが してい るよ
うに,,利益計算過程 を所有主持分変動 との厳密な関係か ら切 り離すことは,損益計算書中の一切の借
方 ・貸方項 目は実 質の取 引(realtransaction)ない し実質 の外 部事象 と条件 が事業 に及 ぼす影響 を表
現す るこ とを示 さな けれ ばな らない とい う訓 え を一掃す る もの で あ る」。 さらに,収 益 ・費用 アプ ロ
門チは利益計算の主観性 を増す という。「それ(収 益 ・費用アプローチ)は あ らゆ る種類の利益平準
化に扉 を開 くものであ り,一般に,侮 が損益謝算 書に計上 され,何 が貸借対照表 に記載 され るか を決
定 す る際 に経営者 に ヨ リ自由 を与 え るもの である。何故 な らば,'資産 ・負債 では ない(す なわ ち,・資
源 と債務ではない)繰 延借方 ・貸方項目が貸借対照表項 目であるかのように容易に貸借対照表 に計一E:
され るか らである。 これ こそは財務諸表 作成者が収益 ・費用観 を支持 す る理 由であ る」。・Whiuln910n
が 指 摘 して い る よ うに(25),Solomons(=『ガイ ドライ ン』)は ア メ リカ合 衆 国 で 「包 括 的 利 益 」(com一・
prehensivejncome)と呼 称 され てい る もの を損 益 計 算 書(profitandlossstatement)が測 定 す る と
信 じてい るの である。
第三 の理 由は,収 益 ・費用 アプ ローチは貸借 対照表 の完 全性(integrity)ならび に・一つ の有用 な財務
表 としての価値 を脅かす とい うもの である。 「貸借対 照表 の価 償は それが財政状 態表(statement'01
financialpositlon)として看倣 され うるな らば極大化 する。 但 し,貸 借 対照表中 の一切 の項 目が真 に
資産,負 債そ して持分 であ り,損 益勘定 か ら繰 り越 され る項 目を一片 も含 まず,し か も認識 され るこ「
とが可能なかような項 目がすべてそこに記載 される場合のみである」。
rガイ ドラインr3は資産 ・負債 アプ ローチは他の ア ブTI一チに比較 して利益 を気 ま ぐれ な 数値 にす
る傾向が ある とい う批 判 に対 して,「気 ま ぐれ(volatility)こそが生命の事実 であ り,そ うで ない と装
うこ とは アカ ウンタン.トの仕事 ではない」 と主張 して 自説 を防衛 す るの で ある。
・③ .会計情 報 の特性
rガイ ドライン』は第4章 「会計情報の質的特性」の冒頭で,「会計基準設定者は報告された情報に
向らが持たせたい と思 う質的特性によって導かれなければならず,こ うした特性 こそが 『良き会計』
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と 『悪 しき会計』 と を区別 す る規準(criteria>である」 と説 く。 かか る観準,す なわ ち情報 の特性 は,













上掲 の質的 特性 は.格別 日新 しい ことは な く,特 別 に 黒メ ン トす る こと もな吟 と考 え られ る。た だ,
信 頼 性 とい う特 性 の 中 に挿 入 され て い る 「表 現 の忠 実 性 」(representationalfaithfulness).1こつ レ1て塗
しく君 及 レておきたい。「表現の忠実性」は.「財務諸表 に記述 され る科 目や数量 と,科 目と数量の基
c
礎 にあって財務諸表に表現 されている経済的現象 との問に実質的τ薮潜なければならないことを要請
する(26)」質的特性である。会 計実務慣行上枢要な地位 を占 め る 「保守主義」,思考は 「忠実表現 を否
定す る もの.であJ.そ れ に逆 行 する」 と毒辟Uされ る。 『ガイ ドライ ン』,は88年3'月ASCに よって:発
行 さ纏 公榊 葉第4揚/1cc:…漁9か ・卿 吻 ・'ψ… 蜘 〃・κ伽 ・'肋 文言 すゆ ち 「実態
に即 した取引の会計処理は,当 該会計処理がその営利的な影響 を適正に反映すべき;ど を要請すう」.
(P。,a.6)を励 上 げて,こ れ1まrガイ ドライ ン』 の精神 と発 想 ・合 致す る と指摘 してい る・・表現 の噛1
忠実性は 「実質優先思考」の別称かそれ に近い質的特性 と考え られるのであ筒。
し
④ 認識 ・測定な らびに会計モデル
rガイ ドライ ン』 は 「認識」 の 内容 を次 のよ うな ステ ップ を踏ん.丁規 定す る9
「財務諸表 を作成するうえで不可欠な積み木は或 る主体の資産 と負債 で あ る。財務諸表に表示 され
るサ ブ ・エ レメン トの すべては これ らか ら派生 す る。 それ故 に,資 産 と負債 を認識 す るための規 準 に
つい て一 旦合意 が得 られ た な らば,サ ブ ・エ レメ ン トの認識 に関 する諸問題 に答 えるのは容易 であ る。
つま り,収益 ・費用,利 得 ・損失の認識に関する諸問題は資産 ・負債上の変動の認識についての間胆
で ある(27]」。'そこで,下 記 の三つの揚台 に,成 る項 目は財務諸表 上 に 認識 され るこ とになるQで ある
(なお,認 識 は注記 に よる単 な るデ ィス ク ロー ジ ャー とは対立す る.もの であ る)。
㈲ その項 目.が資産ない し負債の定義,あ るいはそれ らか ら派生するガ,.鞍 メン トのり?の 麟
と合 致す る場 合:.
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(b)会計モデルによ り特定 された当該項 目の大いさが相当の確実性 を以て測定 ・検証 され うる場合
(G)上のように して到達 した大いさが金額的に重要である場合
r測定」 は(b)から明 らかな よ うに,「認 識」 と不 可分 に リンク した もの と して認識 されてい る(28⊃。
rガイ ドラ イ ン』 が 選 好 した測 定 モ デ ル は 「企 業 に とっ て の極 値(valuetothebusiness)」をベ ー ス
と し,利 益 と利 得の評定 のための基礎 としての 「実質 単位 に よる財 務的 資本 の維持(realtermsfina11一
cialcapitalmailltenance)」,すなわ ち一般 物 価指数 に よって修正 された貨幣 資本 を内容 とす る現在 価
値(currentvalue)モ デ ル で あ る(29)。
『ガイ ドライン』の内容それ 自体には特別の斬新さはないが,「概念的枠組み」とい う文脈か らみれ
ば,貸 借対照表の優位性 を前面に押 し出 していること,「忠実表現」の重視ならび に実質資本維持思
考 の提唱 にその特徴 を見い だす こ とが できる。 この こ とはSolonlomsの持 論 か らすれ ば,当 然の こ と
で あろ う。貸 借対照表 の優位性 な らび にそれ と 「包括利 益」 アブu一 チ と の 相互 関連 性 はSolomOns
によって設 けられた 「基礎的仮定jで ある。彼はまた,ア カウンタン トは利害関係諸集団に譲歩 して
情報 を脚 色す る とい う 「政 治的」接 近方法 を慎 むべ きであ り,経 済的 実態(economicreality)を描 写
する 「地図作製」的アプローチを追求すべきであるとい う見解,す なわち 「表現の忠実性」に忠実な
.論 者 で捌 く知 られ て い る。 しか し,Whittlngtonがい うよ うに(307,地図 で さ え特 定 の ニ ー ズ を満 足 さ
5騙
せるために選択 された情報 を提供 してお り,しかも選択 された情報が主観的で,議 論の余地がある場
合 さえ ある。 この こ とは基本的 な エ レメン トおよびサブ ・エ レメン トを含 め,計 箕書類 によらて描写
された 「経済的実態」について も言えるのである。
rガイ ドライ ン』 は評価 基準 として 「企業 に とっての価値(VTpl)」に固執 する参,そ れ は経済的 実
態に対するひたむきな思い入れ.を含 意 して い る。歴史的涼価主義(HC)の 掘棄 とVTBの 勧告は
FASBやIASCの概念的枠組みにはみ られないほ ど極めて大胆で冒険的であ』る。特に英語圏諸国で
は物価変動会計の経験が失敗 したこともあって,HC以 外の評価基準の一般 的承認 を得ることが著 し
く園難であることを考慮すれば,『ガイ ドライン』は 会計基準設定機関 によ り受容 され うる可能性 を
自 ら摘 んでい るとい う指摘(31;も首肯 で きるのであ る。亀
4新 体 制 後 の動 向一結びにかえて一
・
さC,財務会計基準の規制力 を保証するために,r報告書』の勧告の一部(第2節 ① を参照)は 会社
法 に採用 され,プ ライベ訟 ト ・セ クター に よる規制 に法 的 な裏書 きが与 え られ た。す なわち,1989年
会社法は次のように規定 している。',,
① 取締役は計算書類に環流があると気 づいた時,な いし蝦疵があると納得 している時,自 発的に
修正 して法令 で定 める計 箕書類(statutoryaccounts)を作成 しなけれ ばない(第295条)。
② 「国務大臣は計算書類が85年会社法に遵守 していないと思われる場合,こ れ をその会社の取締役




③ 国務大臣ない し違反審査会の命令で裁判所 に対 して,計算書類が会社法に遵守 してい.ないこと
を宣言 す る と同時f`;取締 役 に対 して適切 な(prod}er)計算 書類 の作成 を要請 す る.ことが できる
(第245条B&C)。
,④ 会 計基準 とは蜆貝ll(regulations)が定 め る機 関 によ って発 行 され る基準会 計実務書(statements
ofstandardsaccountingpractice)をい う。 国 務 大 臣:は@会 計 基 準 を発 行 す る機 関,⑮ 会 計基 準
の発行 を監視 ・指揮する機関,⑥ 会計基準ない し会社法の会計規定 からの離脱 を調査 し,それ ら
を遵守 させるための措置 を採 る機関 を認可する権限 をもつ(第256条)。
上述 した ところが ら既 に明 らかな よ うに,@はASB,⑮ はFRC,⑥ は財務 報告違 反審査会(Financial
L
RepっrthlgReviewPanel:FRRP)があ た る こ とに な る。 か く して,英 国 の 会 計 基 準 設 定 機 構 は 『報
告書』の改革案に沿って再組織 され,そ して90年8月1目以降この一年間 をみるかぎり,精力的な活
動 を展 開 してきてい る。ASBの 初 代委員長 にTweediらD.,FRCの初 代委員長 に ・Dearibg,SlrR.
が 就 き,そ して'.AS耳'の↑・gh・i・alDi・ect・xにはC・ ・k,へ が 任 命 され て い るCま た,91年1船
日に,会 社法 第245条Bの趣 旨 に沿 って,FRRPに 権 限 を与 えるUrduが 策定 され,こ れ に よって
FRRPは会社法第245条Bのもとで,会 社の年次計算書類が会社法の要請に遵守 していな硲こと,そ
し℃老の会社の最締役 に対 し修正 した計算書類 を作成するよう要請する命令 を裁判所 に申請する権限
を与 え られ たの であ る。FRRPが 個 々の事件 を処理 す るた めの手続 きも採択 され ている(3匿)。さらに,
・会計基準の解釈上の対立を調査 し,対 立 を防止す るためめ諸方法 を示唆す るASBの 小委員会である
・
緊急課題 対策委 員会(UrgentIssue:TaskForce=UITF,委員15名)は91年5月1日 に初会合 を開い
て お り,91年7月24日 に は 転 換 社 債 のback・datedsupplementalinterest一の 会 計 処 理 に係 る最 初 の 「総
意 書 」(consensuspronouncement)を発 表 し て い'る(33}。
.ASBは91年1刀23目 に91年 の 作 業 プ ロ.グラ ム を発 表 して い る(3/;。そ れ に よれ ば,3っ び)新た な基
準,す なわ ち ・ASC公開草 案第54号を基 礎 とす るCashF1伽3'`」妙〃の～'5,同公開草案第49号を基礎
と す るRヴ γe漉"8.the5〃65'`τ配oof1.》 マ～〃∫`'μ如'～∫.in/1∬8'∫π〃4Liabilities,同公 開 草 案 第50号 お よ
びASBの90年12月 の中間意 見書 を基礎 とす るCbノ'∫01ガ4`庇4/玉``o"〃`5を発 行 す る ことで ある。第二
に,7つ の 財 務 会 計 草 案(FinancialReportingExP6sureDraf{s:FREDs)の作 成 と発 行 で あ る。 そ
の うちの5つ1まASBが 現 在 作 成 中 の 「諸 原 則 書 」(StatementofPrinciples)の「5つ の章 」 で あ
り,他は財務諸i表の構造 ならびに貸借対照表土の資産価値に関する ヨリ個別的な問題である。その う




上記の ことから,新機構形成後ASB,FRRρそ レてUITFが矢維 ぎ早 に行動 を起 こレていることを
知 るこ とが できる筈 であ る。 しか しなが ら,Yれ に よってCCAB」ASC体制が抱 えていた難 問 が速 や
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か に解決 され うる とは断定 できないで あろ う。Bromwichのように 「この審議会 が,ブ ラ ン ドをめ ぐ
って自社 の方針貫徹に固執するような有力企業に対抗 できるだけの権限をもっていな い の で はな い
か㈹ 」 と看ている論者が既に少 なからずいるの で あ る。今 口,会計基準の策定が単に技術的な会計
問題である と捉 える論 者は少 ないであ ろ う。Bromwichが指 摘 してい る よ うに,「基 準設定者 は実際
には社会のために公共的な選択 を行なってお り,それが社会の資源の分配に影響 を及ぼ しうるために,
・
その選択は 内在 的 に政治的 な性格の もの(37)」である とい う見解 が支 配的 にな'ってい る。 した が って,
会計基準に法的な裏付けが付与 され,.過去にないほどその規制力が保証 されただけに,基準策定過程
その ものに対 す る外 部 か らの圧 力が一層 強 ま り,'そして皮 肉 なご とに,基 準の選択過程 は ヨ リ一層色
























.['weedi,D.&Whittington,G.によれば,英 国 における会計 基準設 定の最近 の諸 問題 は 「創 造 的 会
・
計」 と呼 ばれ るもの を巡 って回転 してお り,Grimths,1.が1986年に著 した著書 『創造 的会計』 は売れ行
きが よ く,創造的会計の重要性およびそれに対する関心の高さを示すものであるという(Tweed董e,D.and
Whh〔hlgnon,G.,`FinancialReporIing:Curren量ProblemsandTheirImplication=正orSyslematic
Reform','k`o'`～〃 〃9and」B'`51π6∬ResearchWinterl99G,VoL2五,No,81,P.88.)6Griffithsに よ れ
ば,「創造的会計」とは財務諸表の作成 と表示を規制する会計ルーILと会社法o弾 力性な らびに曖昧さを
」
利用 して会計数値を1に 有利なように書き替えることを指す。GrlHi出sはその著書の冒顛で1測 造的会
し,
計」 に関 して次のよ うに述べ ている。
「我が国のどの会社もその利益をいじくり回している。 公表された計算:書類は どれも上品に料理された
あ るいは申 し分 なく焼 いて料理 された 帳簿を基礎 としてい る。 …年に…度投 資大衆 に供 給され る数値はすF




食 うだけ稼いでいるアカウγタン トたちはこのことが決 して乱暴な主張ではないこ・とき確信 レている。
会社のこうした歪んだ姿勢σ～程度とその存在を巡っての議論はなく,あ るのはそれが記述される仕方を巡
●, を7D
る論 争だけであ る♂喉 簿 をご痂 づ・』(c66ktheaccount=_),r鐸;禦1躯改 窟す・る」ヒfidd】6d,e}ゴcc6h繭,




した詐欺的報1誘 粉 に道を)1'一えたもの飾 り・'完全に合法的なのである・・れ朔j造 的会計である・」・
1・,Croα"脚ノ玉cω〃〃';"g,S{dgwlck&Jackson;1986,nニis)1
198E年にJameSQn,M.が出版 した ・『創造的 会計への実務案内書』 も,会 計 は自然界 の不変法則 を反映
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す る過程ではなく一つの社会科学であるから,千人の異なるアカウンクン トが同 じ諸事実 を与えられても,
千の異なる計算書類に辿 り着 くであろうと語った後,会 計が抱える問題 と創造的会計について,次 のよ う
に述 べてい る。





事箭に通 じていない人々か ら事情に精通 した人々に富 を移転する手段に過 ぎな いの である。」(Jameson,
M.,〆1Pr`κ〃α～`G,撚∫'び8/1`ω～〃,〃 8・,KoganPage,1988,pp.7-8.傍線 は 引 用 者)
(8)Lafferiy,・A`〃.,P.218.
(9)、VhiItingtOI1,0ρ.`∫ム,P.197.
(10)&(1])【1本会計研究 学会 第49回大会:公 開 シンポジ ウム報告集r会 計学研究の現代的課題』,25-27ペー
ジ な い し38-40ペー ジ 。
(玉2)、Vhi性ing{on,o!》.`".,p.197。









(18)この うち,法 定 され たのは(aと{b)である。(c)を承認す ることは会 計基準その ものに法律 の後ろ肩 を与 え





(23)各サブ ・エ レメ ン トは次 のよ うに定義 されてい る(∫蝕'・,p.19)。
収益:財 の供給ない し役務の供与の如 き主たる営業活動の遂行から生じる資痙の流入ないし増加,あ る
いは負債の決済(ま たは両者の結合)
費川:主 たる営業活業の遂行という臼的のために1そ して将来の経済的効果を産出することが期待され
ることのない,資 産の流出,あ るいは負債の発生(ま たは両者の結合)
利得 と損失:利 得は臨時的取引から,あ るいは収益や所有主による投資から引き起こされる事象ないし
環境以外のものから生 じる正味資産の増加であ り,損失は正味資産の減少
所有主持扮:正 味資産で表される残余持分(資 産総額から負債総額を差 し引いた額)






(29)rガイ ドライン』の損益計算書モデルは56ペー ジに例示されている。なお,近 年の5つ の重大な課題(繰












(35)こ の 公 開 草 案 は ノ1``o'〃"αノ～`,,,September1991,PP・99-103に掲 載 さ れ てi、る 。
,
(3E)&(37)員本会計研究学会X49回大会:公 開シンポジウム報告集,26ぺ「ジ(な い し39-40ページ)お よ
び32ペ ー・ジ.(な い し45ペ ー 」)。 r .
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